
東京都内事業者が使える主な支援制度ま

とめ│制度の概要とポイントを解説 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず省庁や自治体の公式 HP をご確認

ください。 

 

東京都内では、主に中小企業や小規模事業者等を対象とした補助金や助成金、税制優遇など、さまざ

まな支援制度を設けています。 

 

この記事では、そのなかから、東京都内の事業者が活用できる主な補助金・助成金について、制度の概

要やポイントを解説します。 

 

令和 8年 4月以降の公募が確定している制度のうち、幅広い業種で活用できる制度を厳選して紹介し

ます。 

 

＜掲載補助金・助成金一覧＞ 

制度名 補助対象となる取り組み 

ゼロエミッション化に向けた省エネ設備導入・運用

改善支援事業 

省エネ設備の導入と運用改善の実践 

新製品・新技術開発助成事業 実用化の見込みのある新製品・新技術の研究開

発 

男女間賃金格差改善促進奨励金 働く女性が活躍できる職場づくり 

創業助成事業 東京都内での創業 

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事

業 

人手不足の中小企業の人材確保 

運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 運輸・物流分野の脱炭素化 



ゼロエミッション化に向けた省エネ設備導入・運用改善支援事業 

2050年のゼロエミッション東京の実現に向け、中小企業等の省エネルギー化をさらに推進するため、省エ

ネ設備の導入と運用改善の実践を支援する制度です。 

 

助成対象経費 助成事業の実施に要する設計費、設備費、工事費 

助成率 2/3～3/4 ※該当する要件による 

助成上限額 4,500万円 ※該当する要件による 

公募期間 令和 8年 4月 21日から年間 6回申請受付 

 

参照：東京都 ゼロエミッション化に向けた省エネ設備導入・運用改善支援事業 令和 8年度は申請受

付回数を年間 6回に増やします 

新製品・新技術開発助成事業 

都内中小企業者等の技術力の強化や新分野の開拓を促進し、東京都産業の活性化につなげることを

目的として、実用化の見込みのある新製品・新技術の研究開発を支援する制度です。 

 

助成対象経費 1）原材料・副資材費 

2）機械装置・工具器具費 

3）委託・外注費 

4）産業財産権出願・導入費 

5）専門家指導費 

6）直接人件費 

助成率 助成対象と認められる経費の 2分の 1以内 

（賃金引上げ計画を策定し、実施した場合は 4分の 3以内、小規模企業者は

5分の 4以内） 

助成上限額 2,500万円 

公募期間 令和 8年 3月 27日 ～ 4月 17日 17時 00分 

 

参照：東京都 令和 8年度「新製品・新技術開発助成事業」開発を行う事業者を募集します！ 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026032709
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026032709
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/02/2026021318


男女間賃金格差改善促進奨励金 

都内の中小企業等が、一般事業主行動計画の策定や男女の賃金差異の公表を行い、働く女性が活

躍できる職場づくりに取り組むことを支援する制度です。 

 

奨励金額 都内の中小企業等が、一般事業主行動計画の策定や男女の賃金差異の公表

を行い、働く女性が活躍できる職場づくりに取り組んだ場合、最大 100万円の奨

励金を支給します。 

公募期間 令和 7年 5月 15日 ～ 令和 8年 4月 30日 

 

参照：東京都 令和 7年度 男女間賃金格差改善促進奨励金 

創業助成事業 

都内の開業率の向上を目的として、都内で創業を予定している方等の創業を支援する制度です。 

 

助成対象経費 創業初期に必要な経費（賃借料、広告費、器具備品購入費、産業財産権出

願・導入費、専門家指導費、従業員人件費、市場調査・分析費） 

助成率 助成対象経費の 3分の 2以内 

助成上限額 400万円 

公募期間 令和 8年 4月 7日 ～ 令和 8年 10月 8日 

 

参照：東京都 令和 8年度「創業助成事業」募集のお知らせ 

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業 

将来の中核人材となり得る技術者の確保と定着を目的として、中小企業が奨学金の貸与を受けている

大学生等を技術者として採用することを支援する制度です。 

 

助成対象経費 中小企業が、技術者として採用した登録者の奨学金返還額として負担する出え

ん金 

https://joseikatsuyaku-sokushin.tokyo/
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/02/2026021609


助成率 1/2 

助成上限額 1）～3）のいずれかを選択 ※［うち企業負担額］ 

1）年 10万円［年 5万円］×3年 

2）年 24万円［年 12万円］×3年 

3）年 50万円［年 25万円］×3年 

 

＜新設＞ 

1）～3）を選択したうえで、大学院卒の採用を希望する場合、4）も追加する

ことが可能です。 

 

4）年 75万円［年 37.5万円］×3年 

公募期間 令和 8年 2月 5日 ～ 令和 8年 12月 17日 17時 00分 

 

参照：東京都 令和 8年度「中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業」 登録企業を募集し

ます！ 

運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 

 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/02/2026020517
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/02/2026020517


出典：助成金リーフレット 

掲載ページ：クール・ネット東京 運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 

 

運輸・物流分野の脱炭素化を促進するため、製品等の輸配送に取り組む荷主および運輸事業者に対し、

その費用の一部を助成する制度です。 

 

本助成金では、荷主と運輸事業者でそれぞれ、助成対象経費や助成率、助成上限額、申請方法など

が異なりますのでご留意ください。 

 

助成対象経費 ▼荷主に対する支援 

運送にかかる経費 

 

▼運輸事業者に対する支援 

補助対象にかかる認証の審査及び認証登録経費 

助成率 ▼荷主に対する支援 

補助対象経費の 2分の 1 

 

▼運輸事業者に対する支援 

補助対象経費の 2分の 1 

助成上限額 ▼荷主に対する支援 

100万円 

 

▼運輸事業者に対する支援 

50万円 

公募期間 令和 7年 4月 14日 ～令和 8年 4月 30日 

 

参照：東京都 運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 グリーンな運輸事業者を活用する荷主を

後押し！ 

参考）その他、今後、公募の可能性があるもの 

ここでは、令和7年度の公募が終了しており、令和8年度の公募実施は未確定ですが、汎用的に活用し

やすい制度を紹介します。 

https://tokyo-co2down.g.kuroco-img.app/files/user/files/subsidy/transportation/r7unyu_leaflet.pdf
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/transportation/
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2025/04/2025040712
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2025/04/2025040712


事業環境変化に対応した経営基盤強化事業(一般コース) 

ポストコロナ等による事業環境の変化を課題と捉え、事業者が創意工夫のもと行う、これまで営んできた

事業の深化や発展を支援する制度です。 

 

令和 7年度の事業は令和 8年 3月 13日で公募を終了しましたが、令和 8年度以降も継続実施の

見込みです。 

 

助成対象経費 ・原材料・副資材費 

・機械装置・工具器具費 

・委託・外注費 

・産業財産権出願・導入費 

・規格等認証・登録費 

・設備等導入費 

・システム等導入費 

・専門家指導費 

・不動産賃借料 

・販売促進費 

・その他経費 

※委託・外注費のうち「市場調査費」、「専門家指導費」「販売促進費」「その他

経費」の単独の申請はできません。 

※販売促進費は、既存事業に係る販売促進については対象外となります。 

助成率 2/3以内 

助成上限額 800万円 

 

参照：東京都 事業環境変化に対応した経営基盤強化事業（一般コース） 

BCP実践促進助成金 

中小企業者等が、BCP の策定や対策用品の備蓄など、BCP の実践に取り組むことを支援する制度で

す。 

 

令和 7年度の事業は令和 8年 1月 14日で終了しました。令和 8年度の実施は未定です。 

 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/kankyo-ippan/index.html


助成対象経費 1）従業員用の備蓄品 

2）発電機、ポータブル電源 

3）安否確認システム 

4）感染症対策の物品 

5）土のう、止水版 

6）転倒防止装置等 

7）データバックアップ専用のサーバー（NAS）、クラウドサービスによるデータのバッ

クアップ 

8）基幹システムのクラウド化 

9）耐震診断 等 

助成率 ～2/3 ※申請類型、事業規模による 

助成上限額 1,500万円 

 

参照：東京都 BCP実践促進助成金 

介護現場のニーズに対応した製品開発支援事業 

都内中小企業者等が、介護環境の改善につながる次世代介護機器等の開発・改良・普及に取り組むこ

とを支援する制度です。 

 

申請の際は事前エントリーが必要です。令和 7年度の事業は令和 7年 8月 15日でエントリー期間を終

了しました。令和 8年度の実施は未定です。 

 

助成対象経費 次世代介護機器等の開発・改良・普及を行うために必要な経費の一部 

助成率 2/3以内 

助成上限額 2,000万円 

 

参照：東京都 令和 7年度 介護現場のニーズに対応した製品開発支援事業 

まとめ 

この記事では、東京都内の事業者が活用できる主な補助金・助成金について、制度の概要やポイントを

解説しました。 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/setsubijosei/bcp.html
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/kaigoneeds/index.html


 

今回紹介した制度は、設備投資や省エネ対策、事業の拡大や人材確保など、目的に応じて活用可能で

す。事業の成長やコスト負担の軽減にぜひ、お役立てください。 

 

令和 8年 3月 30日 作成：株式会社 Stayway 

 


